
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基準位置に設置され、水槽の水位を一定に保持する機構と循環保水タンクとからなる基
準水槽と、測定部位の沈下量を水位の変化量で検知する水圧計を備えた検出水槽とからな
る連通管式沈下計であって、基準水槽と検出水槽とを連通する連通管を設け、前記検出水
槽内の上部は計測水位変動部とし、下部は水圧計を収容する貯水部と連通管に開口する連
通管口を有する給排水部とし、該貯水部と給排水部とは貯水部の水位を一定に保持する仕
切手段で区画形成し、検出水槽の給排水部に連通する水を排出する開閉自在の排水手段を
設けている
ことを特徴とする連通管式沈下計。
【請求項２】
　前記検出水槽を水圧計を収容する独立した貯水部を有する第１の槽と、基準水槽と連通
する連通管口のある給排水部と貯水部を仕切手段により区画形成してなる第２の槽と、こ
れら両槽を連結し、かつ両貯水部を連通する連通部とから構成する請求項１に記載の連通
管式沈下計。
【請求項３】
　前記排水手段を基準水槽に連設した請求項１に記載の連通管式沈下計。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
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本発明は構造物や地盤表面の沈下量を水位の変化で計測するための連通管式沈下計に関す
る。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、構造物や地盤表面の沈下量は、基準点に対する複数箇所の測定点の相対的な沈
下量を水位の変化に置換してフロートの変動で検出する方法が行われている。近年は、稼
働部品を必要としない長所を生かして、水位を水圧計で測定する方法が多くなっている。
この種の沈下量の計測装置は、いわゆる連通管式沈下計と呼ばれ、図６に示すように、基
準水槽５０と検出水槽群６０と連通管７０とからなるものが知られている。
【０００３】
基準水槽５０は水槽本体５１と循環保水タンク５２とポンプ５３とからなり、順次、循環
パイプ５４，５５により連通されている。水槽本体５１内に排水管５６を上部開口を一定
の高さに位置させて設け、下部に連通管７０に開口した連通口を設けている。ポンプ５３
により水槽本体５１内に水を供給し、基準水槽５０から検出水槽群６０へ水を供給しても
、基準水槽５０の水位を一定に保持するようにしている。また、検出水槽群６０から水が
戻ったり、ポンプ５３からの供給が過剰になった場合は、上部開口から余分な水をオーバ
フローさせて、水位を一定に保持するようにしている。
【０００４】
検出水槽群６０は複数の検出水槽６０ａ，６０ｂ，６０ｃからなり、各検出水槽６０ａ，
６０ｂ，６０ｃはそれぞれ下部で連通管７０に連結され、基準水槽５０に連通している。
各検出水槽６０ａ，６０ｂ，６０ｃはそれぞれ水圧計６１ａ，６１ｂ，６１ｃを有してい
る。また、各検出水槽６０ａ，６０ｂ，６０ｃの上部はガス連通管７１に連通し、空気等
のガスにより各水槽の水面に加わる圧力が各検出水槽で同じになるようにしている。
水圧計６１ａ，６１ｂ，６１ｃにより検出された水位の測定値は、図７に示すように、ス
キャンニングボックス６２，アンプ６３，Ａ／Ｄ変換器６４を介してパソコン６５に収録
されるようになっている。
【０００５】
そして、測定点が沈下すると、基準水槽５０から水が供給されて検出水槽の水位が上がり
、水圧計により圧力が増加して検出される。基準水槽５０の水位はポンプ５３から水が供
給されて一定に保持される。逆に、測定点が相対的に上昇すると、基準水槽５０へ水が戻
り、水圧計により圧力が減少して検出される。この場合、基準水槽５０の水位は排水管５
６の上部開口から水がオーバフローして水位が一定に保持される。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
前記のように水位検出センサとして使用している水圧計は、経時的に無負荷時の出力が変
化する、いわゆるゼロドリフトが発生する。従って、真の水位（水頭）に対応した水圧計
の測定値を得るには、ゼロドリフトによる誤差を補正する必要がある。この場合、従来の
沈下計では検出水槽内の水を全て排出して水圧計を読み、ゼロドリフトを確認するという
方法が取られる。
【０００７】
しかしながら、検出水槽は、一般的な使用状態では多くの台数を備えており、これらをそ
れぞれ排水し、手を加えることは多大の労力を必要とするという実用上の問題があった。
そのため、検出水槽の水を排出することは通常されておらず、ゼロドリフトによる誤差の
補正がなされていない。
また、全て水を排出して水位をゼロにして水圧計を補正する場合、水圧計の検知部が空気
に触れると、温度的等の影響を受けて精度や耐久性に悪影響を受けるおそれがある。さら
に、全ての水を排出すると気泡が入り込みシステム全体の再調整までも必要となる。
【０００８】
本発明は従来の問題を解決し、構造が簡単でゼロドリフト値を確認することができる連通
管式沈下計を提供することを目的とする。
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【０００９】
【課題を解決するための手段】
前記目的を達成するための手段としての本発明の連通管式沈下計は、基準位置に設置され
、水槽の水位を一定に保持する機構と循環保水タンクとからなる基準水槽と、測定部位の
沈下量を水位の変化量で検知する水圧計を備えた検出水槽とからなる連通管式沈下計であ
って、基準水槽と検出水槽とを連通する連通管を設け、前記検出水槽の上部に計測水位変
動部を、下部に水圧計を収容した貯水部と連通管に開口する連通管口を有する給排水部と
を貯水部の水位を一定に保持する仕切手段で区画構成し、検出水槽の給排水部に連通する
水を排出する開閉自在の排水手段を設けていることを特徴とする。
【００１０】
前記連通管式沈下計においては、既製作又は既設計器に後設する場合、前記検出水槽を水
圧計を収容する貯水部を有する第１の槽と、基準水槽と連通する連通管口のある給排水部
と貯水部を仕切手段により区画構成してなる第２の槽と、これら両槽を連結し、かつ両貯
水部を連通する連通部とから構成することが好ましい。
また、前記連通管式沈下計においては、給排水の一元化能率化のため、前記検出水槽内を
一定水位に維持する仕切り手段で仕切り、水圧計を収容する貯水部と、連通管口のある給
排水部とに区画し、前記排水手段を基準水槽に連設することが好ましい。
【００１１】
基準水槽としては水槽本体、循環保水タンク、ポンプ等を含んでなり、水槽の水位を一定
に保持する機構は、オーバフロー部材、ポンプ等から構成される。
検出水槽としては槽本体、水圧計、貯水部、給排水部を含んでなり、貯水部の水位を維持
するための仕切り部材を有する。
【００１２】
【発明の実施の形態】
本発明の連通管式沈下計は、基準位置に設置される基準水槽と、複数の測定部にそれぞれ
設置される検出水槽と、これらの水槽を連通させる連通管と、測定部の垂直方向の変化（
沈下量）を水頭の変化で検知する水圧計とからなっている。
基準水槽は、水を貯留する循環保水タンクと水槽の水位を一定に保持するポンプ、オーバ
フロー管等からなる機構とを備え、基準とする建造物または地盤等に設置されて基準位置
を維持するようにしている。
【００１３】
測定部の垂直方向の変化は、基準水槽と検出水槽とを連通管により連通し、両水槽の水位
を連動して一定に保持することにより、水頭で変化させる。これを検出水槽の水圧計によ
って、水圧の変化として測定する。
検出水槽は、上部を計測水位変動部とし、下部は水槽の水位を一定に保持する仕切りやオ
ーバフロー壁のような仕切り部材で仕切り、水圧計を収容する区画（貯水部）と、基準水
槽に連通する連通管に開口する連通管口を有する区画（給排水部）に区分する。この仕切
り部材は検出水槽の貯水部の水位を所定の水位（水頭）に維持する仕切り手段として使用
する。
【００１４】
さらにゼロドリフトをチェックする際に、水圧計に作用する水頭を一定に保持するように
、水圧計を収容する区画以外の検出槽の水を排出する開閉自在の排水手段を備える。この
排水手段は、基準水槽に連設して全検出水槽の水を一か所で排出するか、または検出水槽
毎に設けて検出水槽毎に排水するか、または数個の検出水槽毎に設けて数個の検出水槽毎
に排水するようにようにする。
【００１５】
そして、沈下量を測定するには、基準水槽と検出水槽とを連通管により連通し、基準水槽
の水位を一定に保持し、複数の測定部にそれぞれ設置された検出水槽の水圧計によって、
水圧をそれぞれ測定する。水圧の変化量に対応した値が沈下した量として測定される。
また、ゼロドリフトをチェックするには、開閉自在の排水手段を開放して前記検出水槽か
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ら水を排出し、水位維持機構により水圧計にかかる水位を所定の一定の水位にする。仕切
りの高さで決まる水頭と水圧計で測定した検出値とを比較してゼロドリフトをチェックす
る。この水圧の水頭との誤差を補正することにより、ゼロドリフトを補正することができ
る。
【００１６】
また、前記連通管式沈下計において、前記排水手段を基準水槽に設け、前記検出水槽内を
所定水位に維持する仕切り手段で仕切り、水圧計を収容する貯水部と連通管口のある給排
水部とからなる構成にすれば、沈下計を簡単な構造にてゼロドリフト補正することができ
る。さらに、一箇所で操作して排水することにより全ての検出水槽の水位を一定にできる
ので、ゼロドリフトのチェックの作業が一か所で集中して簡単に行うことができ、労力を
少なくすることができる。
【００１７】
また、前記連通管式沈下計において、水圧計を収容する貯水部を有する第１の槽と、基準
水槽と連通する連通管口のある給排水部と貯水部を有する第２の槽とから検出水槽を構成
し、両室を連通する連通部と、該水圧計に負荷する水位を所定値に維持する仕切り手段と
を備えた構成によれば、既製の沈下計を簡単な構造にてゼロドリフト補正することができ
る。また、現存の検出水槽にゼロドリフトをチェックする機構を簡単に付加することがで
きる。
【００１８】
【実施例】
以下、図面を参照しながら、本発明を具体化した実施例について説明する。図１は本発明
に係る連通管式沈下計の一実施例の構成を示す図である。
本実施例の連通管式沈下計は、基準位置に設置される基準水槽１と、複数の測定部にそれ
ぞれ設置される検出水槽２と、これらの水槽を連通する連通管３と、測定部の相対的変化
を水位の変化で検知する各検出水槽２に設けた水圧計２２とからなっている。検出水槽２
の水位を所定値に保持する仕切手段（仕切り部材）２３を備え、検出水槽２の仕切り部材
２３の外側の水を排出する開閉自在の排水手段１７を備えている。
【００１９】
基準水槽１は、水槽本体１１と、水を貯留している循環保水タンク１２と、貯留している
水を水槽本体１１内へ送るポンプ１３と、ポンプ１３を介在させた供給管１５と、水槽本
体１１内の水位を一定に保持するオーバフロー管１６とを備えている。
【００２０】
水槽本体１１の上部と循環保水タンク１２とはポンプ１３を介在させた供給管１５で連通
している。また、オーバフロー管１６の下部は循環保水タンク１２に開口し、上部は所定
の高さに開口して水槽本体１１内と循環保水タンク１２とを連通している。そして、水槽
本体１１内の水位が上がればオーバフローさせて循環保水タンク１２に排水して水位を一
定のＬａに保持し、水位が下がればポンプ１３から水を供給し、水位を上昇させて一定の
Ｌａに保持する。
【００２１】
また、開閉自在の排水手段（バルブ）１７を有する排水管１４で循環保水タンク１２と水
槽本体１１の下部とを連通し、排水手段１７を開放して水槽本体１１内の水位をＬｂに下
げることができるようにしている。そして、ポンプ１３を止めて水の供給を止めると共に
、排水手段１７を閉じて水槽本体１１内の水位をＬｂに保持する。
【００２２】
基準水槽１の底部と複数の検出水槽２，２の底部とは連通管３により連通し、水槽１，２
のそれぞれの上部と上部とはエア管４で連通している。
各々の検出水槽２は槽本体２１と水圧計２２とからなっている。槽本体２１内は上部の計
測水位変動部７と、下部の仕切り手段である仕切り部材２３により区画された水圧計２２
を収容する貯水部２４と、連通管口２６のある給排水部２５とで構成される。
槽本体２１は筒状に形成し、小型化を図るとともに水位が広範囲に変化できるようにして
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いる。
【００２３】
測定部の沈下量を測定するには、連通管３およびエア管４で基準水槽１と検出水槽２，２
とを連通し、排水手段１７を閉じ、ポンプ１３を運転して循環保水タンク１２から水槽本
体１１へ水を供給する。水槽本体１１および槽本体２１の水位（水面）は計測水位変動部
７の範囲であるＬａに保持される。この場合、検出水槽の槽本体２１が沈下すると、水面
から水圧計２２までの深さ（水頭）が増えて水圧が増え、沈下量を水圧の変化で測定でき
る。
【００２４】
図２は連通管式沈下計の検出水槽の他の例を示す図である。
本実施例の検出水槽５は水圧計３２を設けた貯水部３１ａを有する第１の槽３３と、基準
水槽と連通する連通管口３６のある給排水部３８および貯水部３１ｂとを有する第２の槽
３９とからなり、連通部３５で貯水部３１ａと３１ｂとを連通させて構成し、給排水部３
３には水位を所定値に維持する仕切り手段３４を設けている。
第１の槽３３と第２の槽３９は筒状に形成し、小型化を図るとともに水位が広範囲に変化
できるようにしている。
【００２５】
仕切り手段３４は管状部材から一定の高さに形成し、第２の槽３９の底部に設けた連通管
口３６の周囲を包囲するように設けている。
この構成によれば、従来の検出水槽に仕切り手段３４を設けた第２の槽３９を連結するこ
とにより、本発明の連通管式沈下計を形成することができる。そして、ゼロドリフトの補
正が可能となり、精度のよい沈下量の計測値を得ることができる。
【００２６】
図３は検出水槽のさらに他の例を示す図である。本実施例の検出水槽６は、図２の例と仕
切り手段が異なるが、その他は同様に形成できるので、同一の構成部分には同一符号を付
して、詳細な説明は省略する。
仕切り手段３７は板状部材から一定の高さに形成し、第２の槽３９の底部に設けた連通管
口３６と連通部３５とを区画するように設けている。
この構成によっても、従来の検出水槽に仕切り手段３７を設けた第２の槽３９を連結する
ことにより、本発明の連通管式沈下計を形成することができ、同様な効果を得ることがで
きる。
【００２７】
なお、前記実施例において、エア管又はエア抜きを設けることについて説明していないが
、空気等のガスにより水圧計に作用する圧力がどの部分においても一定になるように、こ
れらを設けることはもちろんである。ガスによる作用を大気圧とする場合は基準水槽、連
通管又は検出水槽などを開放した状態としてよいことは勿論である。その他、本発明は前
記実施例に限られないことは勿論で、本発明の要旨を変更しない範囲内で変形実施できる
構成を含む。例えば排水手段を、図４に示すように、所要の検出水槽毎に設けてもよい。
【００２８】
図４は連通管式沈下計の検出水槽の構成を示す図である。この図の例では前記実施例と同
様の部分には同一符号を付して、詳細な説明は省略する。
本実施例の検出水槽５は水圧計３２を設けた貯水部３１ａを有する第１の槽３３と、基準
水槽と連通する連通管口３６のある給排水部３８と貯水部３１ｂを有する第２の槽３９と
からなり、連通部３５で貯水部３１ａ，３１ｂを連通させて構成し、第２の槽３９には水
位を所定値に維持する仕切り手段３７を設けている。そして、給排水部３８から連通管３
に連通する接続部４１に開閉自在の排出手段４２を設けている。排水手段（排出手段）４
２の切り換えにより排水管４３へ給排水部３８の貯留水を排水するようにしている。
【００２９】
排出手段４２は、例えば三方弁で構成し、排水管４３方向の開閉を可能とするとともに、
連通管３との開閉も可能に構成している。そして、ゼロドリフトの補正の際には、排出手
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段４２により、給排水部３８と連通管３との連通を遮断し、放水管４３を開放して、給排
水部３８内の水を排出する。仕切り手段３４で仕切られた貯水部３１ａ．３１ｂの水位は
仕切り手段３４の高さに保持され、この既知の高さに対する水圧と、その測定値からゼロ
ドリフトを知ることができ、これから常時の測定値を補正する。
この図４の例によれば、仕切り手段３４を設けた検出水槽で個々にゼロドリフトを補正す
ることができるから、必要な測定部位のみの沈下量を正確に測定することができる。
【００３０】
図５は連通管式沈下計の図２、図３のタイプとは異なる一槽型の検出水槽の他の例を示す
図である。
本実施例の検出水槽２は、水圧計２２位置より高位置に設けた連通管口２６の口端縁に仕
切り手段２３により形成された貯水部２４と給排水部２５を有してなる。
この構成によっても、貯水部２４の水位は仕切り手段２３の高さに保持され、前記と同様
、既知の高さに対する水圧と、測定値からゼロドリフトを知ることができる。
仕切り手段をすこぶる簡単な構造としたことで、コスト的にも有効である。
なお、図１による実施例と同様の部分には同一符号を付して、詳細な説明を省略する。
【００３１】
【発明の効果】
以上の説明より明らかなように、本発明の連通管式沈下計によれば、単純な構造を製作時
に付加するのみで、簡単な操作で確実なゼロドリフトのチェックができる。
請求項２の連通管式沈下計によれば、従来の装置をそのまま利用して容易にシステム装置
を付加することができ、簡単な操作でゼロドリフトのチェックができる。
また、請求項３の連通管式沈下計によれば、検出水槽を仕切り部材で仕切ってあるため、
複数の検出水槽を同時に基準水槽側の１箇所から、集中的に一定の水頭を作用させること
ができる。連通管式沈下計の排水手段を単純な構造とすることができ、さらに簡単な操作
でゼロドリフトのチェックができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明の連通管式沈下計の一実施例の構成を示す説明図である。
【図２】　連通管式沈下計の他の実施例の構成の一部を示す説明図である。
【図３】　さらに他の実施例の構成の一部を示す説明図である。
【図４】　さらに他の実施例の構成の一部を示す説明図である。
【図５】　さらに一槽型の他の実施例の構成の一部を示す説明図である。
【図６】　従来の連通管式沈下計の構成を示す説明図である。
【図７】　連通管式沈下計による沈下量の測定装置を示すブロック図である。
【符号の説明】
１　　基準水槽
２，５，６　　検出水槽
３　連通管
４　エア管
７　計測水位変動部
１１　水槽本体
１２　循環保水タンク
１３　ポンプ
１４　排水管
１５　供給管
１６　オーバフロー管
１７　排水手段
２１　槽本体
２２，３２　水圧計
２３，３４，３７　仕切り手段（部材）
２４，３１ａ．３１ｂ　貯水部
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２５，３８　給排水部
２６，３６　連通管口
３３　第１の槽
３９　第２の槽

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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